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地域公共交通計画について

第1回東大阪市地域公共交通活性化協議会

資料2



地域公共交通計画について

２

地域公共交通計画とは
根拠法：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

（平成１９年法律第５９号）計画の定義

「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を
明らかにする「マスタープラン」としての役割を果たすもの。
※計画作成数:1119件（令和６年8月時点）
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背景（全国の公共交通） 引用元：国土交通省
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４

国の取り組み
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律 制定(H19年)

法改正により、地方公共団体の計画作成が義務化。(R2年)

・地域旅客運送サービスの持続可能な提供
・地域公共交通の活性化及び再生のための取組
・地域関係者の連携と協働の促進
・地域の主体的な取組等の推進

・地域公共交通計画の作成に関すること。
・地域公共交通計画を法定計画として規定。
・計画に基づく特定事業の実施計画について、
国土交通大臣の認定を受けた場合、法律・予算
の特例措置あり。

目的

特徴
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地域公共交通計画 策定のメリット

国からの積極的な支援（補助金・特例措置・減免措置）を受けられる

①地域公共交通政策の「憲法」
②まちづくり施策や観光施策との連携と協働の強化
③関係者間の連携と協働の強化
④交通機関同士の役割分担の明確化と連携強化
⑤地域における公共交通施策の継続性

新たな官民連携施策の実現が可能になる
共創・MaaS実証プロジェクト

意義

効果
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協議会を設定する理由

東大阪市地域公共交通計画 策定

地域住民

交通事業者

公安委員会・警察

道路管理者
東大阪市

大阪府

大阪運輸支局

学識者

東大阪市
地域公共交通活性化

協議会

連携・協働

連携・協働

（法第5条）・地域公共交通計画の目標を達成するために行う事業
・事業の実施主体に関する事項

協議
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課題解決に向けて

東大阪市
地域公共交通計画 策定

協議会における
協議結果を反映

計画に基づいた施策を実施

東大阪市の公共交通の課題

東大阪市の公共交通の課題を解決


